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田植共同作業における圃場集団化と作業能率

長谷山　俊　郎・鈴　木　愛　徳

（東北農試）

1．開　臨　提　起

東北地方における田植の共同作業は最近増加し，昭和

39年には全農家の14％が参加している。これには田植作

業だけでなく，共同育苗や乗用トラクターの共同利用を

同時に行なうもの，あるいは集団栽培の一環として進め

ているものもある。しかし一般には，共同化の機能を田

植作業だけに限定しているものが多い。そして育苗過程

は各農家ごとに，しかも共同作業計画とは無関係に実施

するものが少なくない。その場合の作業の進め方は，苗

伸びの良好な農家から1日ずつ順番に作業を行ない・全

体が終るまで農家を巡回する方式が支配的である○

共同作業は，本来分業にもとずく協業によって作業能

率を高めるものである。そのためには，各部分作業を分

担させ．合理的な組作業の編成に必要な人員を確保しな

ければならない。そして，田植の共同作業において，編

成人員が15～30人の範囲に集中している理由も，この配

置の適正化にある。したがって，この点では従来の個別

兵家単位の作業に比較して，作業能率を高めうる体制と

なっている。

一九その運営は，農家ごとに巡回する方式で進めら

れ，個別農家の零細分散耕地をそのまま対象圃場として

いる。したがって，作業時間中に圃場間を移動すること

が多くなり，そのために協業労働の効果が充分発揮され

ていない事例が多い。そこで，圃場細分化とそれに伴う

移動の実態を明らかにし，これと作業能率との関係を考

察した。

2．共同作業集団の概要

この調査の対象となった岩手県矢巾町のA．Bおよび

C集団は，トラクターの共同利用を合理化するため，そ

の組合員によって組織されたものである。すなわち，部

落内の近接農家24戸が共同でトラクターを購入し，昭和

37年春から乳1九αの水田を対象に共同利用を実施してき

た。しかしながら，各農家の希望に応じてトラクターを

稼動させたのでは．代かき作業が短期間に集中して，対

象両横を消化できない事態が生じた。そこで，第2年日

からはトラクターを圃場団地ごとに集中的に稼動させ

て，作業の能率化を計画した。そして，その一環として代

かき作業に引き続いて行なわれる田植作業を共同化し，

両者を組織的・計画的に進めるようにしたのである。

しかし，実際に組織された共同作業集団は，従来の

「手間替」あるいは「共同作業」などの結合関係が影響し

て3つの集団に分れ，しかも2戸が加入しないという事

態となった。そして，組織された集団は農家数，稼動人

員，および対象面槙の何れにおいても差が大きい。また

対象圃場は各集団単位でみても，かなり分散することと

なった（第1表）。

3．は場の細分化と作業時間中の移動

第1表　各集団の組織規模および圃場の面積規模別団地数と面鏡

計

注：（lI　※集団地とは，対象圃場が密集していて，ほぼ1団地とみなされる部分。

（2）（）内は対象面掛こ対する面槙比率（％）。集計誤差の関係上比率は100になっていない。
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第2表　植付作作業における対象圃場田地の面硫規模別比較

計

注：ここでの団地は作業が継続して行なわれる圃場を単位とする。

このトラクター利用組合の代かき作業は，用水の不足

から圃場団地ごとに集中的に潅水できない若干の例外を

除き，ほぼ当初の計画通りに実施された。一方，田植作

業は代かき作業に併行して進まず，対象圃場が細分され

ている（第2表）。その程度は集団によって差があり，

C集団のそれが著しく，30α未満の圃場団地が面槙では

60％，団鱒数では75％を占める。これは第1表との対比

で明らかなように，圃場本来の分散によるよりも，1つ

の圃場団地を分割して作業が進められるところの，運営

上の理由によって引き起されたものである。

このような対象圃場の細分化は当然作業時間中に，別

の場所の圃場に移動する必要がでてくる。この回数は各

共同化集団によっても，また同一集団でも日別にかなり

の差がある。1日当り平均回数は，A集団では1．63臥

B集団では0．86回，C集団では1．22回である。全体とし

てみれば作業時間中に全然移動しなかった日が19・5％，

逆笹移動が2回以上におよんだ日は33．3％である。一

方，その距離は全作業期間の1日平均がAでは3147托，

移　動　距　牡（単位100両）

第1図　移動距離と10α当り作業時間

Bでは2857花，Cでは381仇であるが，いずれも日別の

差が大きい。両者の間には，必ずしも比例的関係がある

とは限らない。むしろ，移動が10007花前後におよぶ場合は

移動回数が少ない。それは，対象圃場が数カ所に分散す

る場合には逆にできるだけ近接する圃場を選択して，移

動のために生ずる作業能率の低下を防ぐような配慮が，

運営に当ってなされているからである。

4．作業時間中の移動と作業能率

作業時間は一般に圃場内で実際に作業する実動時間

と，圃場間を移動する移動時間とに分けられる0したが

って，全体に対する実動時間の割合，つまり実作業率は

移動時間の多少によって規定される。実動時間中の作業

能率を一定とすれば，10α当り作業時間は移動時間の多

注）（1）

0　　　　　　1　　　　　　2　　　　　　　3

移　動　回　数

Xは移動距離　0～4007花－×－は平均を示す
○は　〃　　400～8007花…○…ほ　〃
△は　ク　　800～　　・＝△…は　ク

（2）第1図・第2回の作業時間は各集団別に全期
間の平均を100とした日別滑数である。

第2図1日当り移動回数と10α当り作業時間
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少によって決定される〇

一九移動時間はおよそ次の3つの部分からなりたっ

ている。すなわち，植付作業を中止して残苗の処理や各

自の所持品を取まとめて，次の圃場に出発するまでの準

備時臥出発して次の圃場に到着するまでの純然たる移

動樹乱および到着後作業を開始するまでの準備時間が

それである。そして，純然たる移動時間は移動腹掛こ，

その前後の準備時間は回数に比例する0

したがって，移動回数およびその距離と，10α当り作

業時間との関係をみれば，作業時間中の移動が作業能率

に与える影響を知りうるわけである。しかし，実際の作

業においては，移動回教と距離の両者が同時現象として

おこる。そこで，一方の影響を取除くために，回数をみ

る場合には距離を，また逆に距離では回数を限定して，

104当り作業時間との関係をみると第1・2国のとおり

である。すなわち，移動距錐と10α当り作業時間との関
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係は・その距離の拡大に対応して作業時間がほぼ直線的

に増加している0これに対して移動回数との関係では．

移動距離区分ごとに段階的であるが，何れの場合でも回

数の増加に対応して作業時間が多くかかり，噂に1回と

2回との差が著しい。

5．む　　す　　び

田植作業において，作業時間中に圃場間を移動するか

否かは，作業能率のいかんにかなり強く影響することが

明らかである。そして，この移動時間の多少は対象圃場

の集団化の程度忙かゝっている。したがって，共同作業

の運営に当っては，合理的な組作業を編成すると同時

に，圃場の整鼠計画的育乱共同化に対応した稲作技

術の導入などを図って，作業を組級的・計画的に進め

て．対象圃場を集団的に確保するように運営すること

が，作業能率を高めるために重要である。

水稲乾田直播栽培における中型トラクターを

基幹とした作業技術体系に関する研究

第2報　負担面栢・機械利用経費および直接生産費の試算について

及　川　俊　昭・佐　藤　昭　介

（宮城県農試）

1．ま　え　が　き

前報で報告した水稲乾田直播栽培における中型トラク

ターを基幹とした作業技術体系の作業能率・作業精度お

よび生育収量についての調査結果にもとづいて，本体系

の負担面墳・機械利用経費および直接生産費について試

算を行なったので，その概要を報告する。

2．試　験　方　法

作業技術体系試験における試算は，農林省農事試験場

で行なっている方法を用いた。本試験における負担面

乳機械利用経費および生産費の試算にあたっては，次

のような方法と基準によって行なった。

1．土壌条件

供試圃場の土壌条件を前撞とし，大規模鼻場を想定し

て試算した。

2．1日当り作業量

1日の拘束作業時間は原則として10時間とし，機械の

装着，移動調整などの圃場外作業を除いた1日の実作業

率を80％として，1日の実作業時間を算出した0この1

日の作業時間に各作業当り圃場作業量を乗じて1日の作

業量とした。

3．作業時間


